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貧
困
と
格
差
広
げ
た

税
制
の
歪
み
を
た
だ
せ

９
条
改
憲
２
つ
の
危
険

憲
法
否
定
の
体
質

消
費
税

　

６
月
に
閣
議
決
定
し
た

「
骨
太
の
方
針
２
０
１
９
」

方
針
で
は
改
め
て
10
月
の
増

税
実
施
が
強
調
さ
れ
た
。

　

経
済
後
退
が
現
実
に
お
こ

っ
て
い
る
に
も
関
わ
ら
ず
、

さ
ら
に
５
兆
円
も
の
増
税
を

国
民
に
強
い
る
な
ど
無
謀
と

し
か
言
い
よ
う
が
な
い
。
負

担
は
低
所
得
者
に
重
く
の
し

か
か
り
、
格
差
と
貧
困
の
拡

大
に
追
い
打
ち
を
か
け
る
。

　

消
費
税
は
、
企
業
減
税
に

用
い
ら
れ
社
会
保
障
に
充
て

ら
れ
な
か
っ
た
の
が
実
態
だ

（
図
２
）。
そ
の
結
果
、
消

費
不
況
が
加
速
す
る
一
方
で

大
企
業
の
内
部
留
保
は
過
去

最
大
を
更
新
し
続
け
て
い

る
。
安
倍
首
相
は
超
富
裕
層

や
大
企
業
へ
の
増
税
を
「
馬

鹿
げ
た
政
策
」
と
の
た
ま
う

が
、
応
分
の
負
担
を
求
め
る

税
制
改
革
に
取
り
組
む
こ
と

で
、
消
費
税
を
上
げ
ず
と
も

財
源
は
確
保
で
き
る
。

財
源

　

社
会
保
障
財
源
を
確
保
す

る
に
は
、
不
要
不
急
の
公
共

事
業
や
軍
事
費
な
ど
の
支
出

を
抑
え
る
と
と
も
に
、
税
制

改
革
で
収
入
を
増
や
す
必
要

が
あ
る
。
そ
の
た
め
に
も
所

遇
さ
れ
て
お
り
、
株
式
売
買

や
配
当
に
か
か
る
税
金
は
20

％
に
過
ぎ
な
い
。
適
正
に
課

税
す
れ
ば
２
兆
５
千
億
円
を

超
え
る
財
源
が
生
ま
れ
る
。

　

消
費
税
を
導
入
・
増
税
す

る
た
び
に
法
人
税
は
軽
減
さ

れ
て
き
た
。
税
率
は
42
％
か

ら
23
・
２
％
に
半
減
し
て
い

る
。
大
企
業
は
バ
ブ
ル
期
を

超
え
る
好
景
気
を
謳
歌
し
て

い
る
の
に
、
法
人
税
収
が
バ

ブ
ル
期
を
大
幅
に
下
回
っ
て

い
る
原
因
は
こ
こ
に
あ
る
。

税
率
を
元
に
戻
せ
ば
約
10
兆

円
の
財
源
に
な
る
。
さ
ら
に

大
企
業
に
し
か
恩
恵
が
な
い

政
策
減
税
を
見
直
せ
ば
、
さ

ら
に
13
兆
５
千
億
円
超
の
税

収
が
生
ま
れ
る
（
図
３
）。

　

財
源
は
消
費
税
だ
け
で
は

な
い
。
富
を
た
め
込
む
一
部

の
大
資
産
家
や
大
企
業
に
適

切
に
課
税
す
れ
ば
社
会
保
障

を
充
実
さ
せ
る
こ
と
が
で
き

る
（
図
４
）。
国
民
に
ば
か

り
負
担
を
押
し
付
け
る
政
府

の
財
政
政
策
に
〝
ノ
ー
〞
を

突
き
つ
け
、
税
制
の
歪
み
を

た
だ
す
こ
と
が
強
く
求
め
ら

れ
る
。

憲
法
改
定

　

安
倍
首
相
は
、「
２
０
２

０
年
を
新
し
い
憲
法
が
施
行

さ
れ
る
年
に
」
と
公
言
し
、

改
憲
へ
の
機
運
を
盛
り
上
げ

よ
う
と
し
て
い
る
。
安
倍
首

相
や
自
民
党
は
９
条
改
憲
案

を
示
し
、
参
院
選
で
は
改
憲

を
訴
え
て
い
く
構
え
だ
。

　

自
民
党
の
改
憲
案
は
こ
れ

ま
で
の
平
和
主
義
を
根
底
か

ら
覆
す
重
大
な
問
題
を
含
ん

で
い
る
。

　

一
つ
は
、
憲
法
９
条
に
自

衛
隊
を
書
き
込
む
と
い
う
点

だ
。
そ
う
な
れ
ば
、
現
行
９

条
２
項
の
戦
力
不
保
持
・
交

得
税
と
法
人
税
を
消
費
税
導

入
前
の
水
準
に
戻
す
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。
所
得
税
の
最

高
税
率
は
１
９
８
８
年
の
60

％
か
ら
段
階
的
に
引
き
下
げ

ら
れ
、
現
在
は
33
〜
45
％
に

な
っ
て
い
る
。
特
に
所
得
１

億
円
以
上
の
大
資
産
家
は
優

戦
権
否
認
の
規
定
が
死
文
化

し
、
自
衛
隊
が
海
外
で
の
戦

争
に
無
制
限
に
参
加
す
る
こ

と
が
可
能
に
な
る
。

　

も
う
一
つ
は
、
自
民
党
の

改
憲
案
で
は
９
条
に
自
衛
隊

を
書
き
込
ん
だ
う
え
で
、
自

衛
隊
の
行
動
は
「
法
律
で
定

め
る
」
と
し
て
い
る
点
だ
。

こ
れ
は
政
府
が
法
律
さ
え
通

せ
ば
、
武
力
行
使
を
目
的
に

し
た
海
外
派
兵
や
集
団
的
自

衛
権
の
行
使
さ
え
可
能
に
な

る
こ
と
を
意
味
す
る
。
自
衛

隊
の
行
動
を
無
制
限
に
拡
大

す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
危

険
な
改
憲
を
許
す
の
か
が
問

わ
れ
る
。

維
新
の
会

　

安
倍
改
憲
を
阻
止
す
る
に

は
、
改
憲
勢
力
の
一
翼
を
担

う
「
維
新
の
会
」
も
少
数
に

追
い
込
む
こ
と
が
重
要
だ
。

　

維
新
の
会
に
所
属
し
て
い

た
丸
山
穂
高
衆
院
議
員
が

「（『
北
方
領
土
』
の
返
還

は
）
戦
争
し
な
い
と
ど
う
し

よ
う
も
な
く
な
い
か
」
と
発

言
し
大
問
題
に
な
っ
た
。
そ

の
大
本
に
は
維
新
自
身
の
憲

法
否
定
の
体
質
が
あ
る
。
吉

村
洋
文
大
阪
府
知
事
は
「
憲

法
改
正
一
生
懸
命
や
ら
な
い

の
が
自
民
党
。
情
け
な
い
。

ダ
イ
ナ
マ
イ
ト
み
た
い
に
ボ

カ
ン
と
国
会
で
や
り
た
い
」

と
改
憲
を
煽
り
、
松
井
代
表

は
安
倍
改
憲
に
反
対
す
る
野

党
を
「
国
民
を
愚
弄
（
ぐ
ろ

う
）
し
て
い
る
」
な
ど
と
発

言
し
て
い
る
。
大
阪
選
挙
区

で
複
数
議
席
獲
得
を
狙
う
維

新
を
阻
止
す
る
こ
と
が
重
要

だ
。

　

今
回
の
参
院
選
の
改
選
数

は
１
２
４
議
席
。
こ
の
内
、

改
憲
勢
力
が
87
議
席
以
上
を

獲
得
す
れ
ば
、
非
改
選
が
与

党
と
改
憲
勢
力
の
維
新
の
会

で
77
議
席
あ
る
た
め
、
憲
法

改
定
の
国
会
発
議
に
必
要
な

３
分
の
２
を
占
め
る
。
改

選
、
非
改
選
で
合
計
１
６
４

議
席
を
許
し
て
は
な
ら
な
い

（
図
５
）。

図２　法人税率引き下げのために消費税が使われた

図３　財源は消費税だけではない

図５　改憲勢力の議席数が焦点になる
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2019年参院選（定数245）
※議長は出身政党に戻した
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消費税収 累計349兆円
税率

法人３税マイナス 累計280兆円

5％

40％

8％
10％

23.2％

法人
税率

所得税の見直しによる増収
●超富裕層からの増収
●株配当収入への適正な
　課税など

法人税の見直しによる増収
●法人税率の適正化
●大企業優遇税制の改善など

住民税の見直しによる
地方税全体の増収
●大企業優遇税制（地方税）
　の改善など

10.7兆円

23.5兆円

3.8兆円

図４　歳出や税制を少し見直せば
社会保障充実が可能

147機配備するF35戦闘
機（１機116億円）を
10機減らせば…

×10機CUT

株式への課税を４％
引き上げれば…

４%
UP

新財源6000億円で子
ども（就学前）医療費
と学校給食の無償化

無償化

新財源1160億円で
歯 科 診 療 報 酬 の
10％引き上げ

10%
UP

新財源2000億円で70
～74歳の窓口負担を
１割に引き下げ

窓口負担
１割に

法人税率を１％
引き上げれば…

１%
UP

医療・平和守る政治へ20192019
参院選

争
点
解
説

　

参
議
院
選
挙
（
７
月
４
日
公
示
、
21
日
投
開
票
）

が
実
施
さ
れ
る
。
国
民
の
注
目
が
集
ま
る
年
金
問
題

と
と
も
に
、
10
月
に
実
施
が
予
定
さ
れ
る
消
費
増

税
、
首
相
が
異
常
な
執
念
を
燃
や
す
改
憲
な
ど
の
是

非
も
問
わ
れ
る
。
江
原
豊
政
策
部
長
に
争
点
を
解
説

し
て
も
ら
っ
た
。

江原豊政策部長

削
減
路
線
転
換
を

社
会
保
障

　

国
の
責
任
を
放
棄
し
、
自

己
責
任
へ
―
―
。
こ
れ
が
社

会
保
障
に
お
け
る
安
倍
政
権

の
姿
勢
だ
。「
受
益
と
負
担

の
バ
ラ
ン
ス
」
を
令
和
の
キ

ー
ワ
ー
ド
と
し
、
国
民
に
さ

ら
な
る
負
担
を
強
い
る
。

　

安
倍
政
権
は
２
０
１
８
年

度
ま
で
の
６
年
間
で
３
・
９

兆
円
も
の
社
会
保
障
費
を
削

減
し
て
き
た
。
19
年
度
に

は
、
さ
ら
に
４
０
０
０
億
円

の
削
減
を
予
定
し
て
い
る

（
図
１
）。

　

医
療
・
介
護
分
野
で
は
、

診
療
報
酬
・
介
護
報
酬
の
削

減
、
自
己
負
担
限
度
額
の
引

き
上
げ
、
医
療
に
お
け
る
70

〜
74
歳
の
窓
口
負
担
２
割
化

な
ど
大
幅
な
改
悪
を
進
め

た
。
年
金
で
は
物
価
が
上
が

っ
て
も
支
給
額
を
抑
え
る
マ

ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
に
よ
っ

て
、
19
年
度
に
は
約
２
５
０

０
億
円
の
削
減
を
予
定
。
安

倍
政
権
下
の
年
金
削
減
額
は

２
兆
円
に
も
及
ぶ
。

　

社
会
保
障
費
を
削
減
す
る

一
方
で
軍
事
費
に
つ
い
て
は

金
に
糸
目
を
つ
け
な
い
。
19

年
度
予
算
は
５
年
連
続
で
過

去
最
高
を
更
新
す
る
５
兆
３

千
億
円
。
さ
ら
に
は
最
新
鋭

ス
テ
ル
ス
機
・
Ｆ
35
の
購
入

費
と
維
持
費
に
６
兆
円
超
を

つ
ぎ
込
む
。

　

格
差
と
貧
困
を
容
認
し
、

国
民
に
自
己
責
任
を
押
し
付

け
る
。
い
っ
た
い
誰
の
た
め

の
政
治
な
の
か
。
く
ら
し
最

優
先
の
政
治
が
求
め
ら
れ

る
。

図１　７年間で社会保障費削減４兆2720億円
予算編成過程での自然増削減（国費） 計１兆7100億円

13年度 生活保護の生活扶助費削減など ▲2800億円

14年度 診療報酬の実質1.26％減額
生活保護の生活扶助費削減など ▲4000億円

15年度 介護報酬2.27％減額
生活保護の冬季加算削減など ▲4700億円

16年度 診療報酬1.31％減額 ▲1700億円

17年度 医療・介護の自己負担の月額上限引き上げ
後期高齢者医療の保険料値上げなど ▲1400億円

18年度 生活保護費の段階的引き下げ
診療報酬1.19％減額など ▲1300億円

19年度 生活保護費の段階的引き下げ
介護保険料値上げに伴う国庫補助削減など ▲1200億円

法改悪などによる削減（給付費） 計２兆5620億円

年金

13～15年「特例水準解消」で2.5％減 ▲１兆2500億円

15年度「マクロ経済スライド」で0.9％抑制 ▲4500億円

17年度　物価変動を踏まえ0.1％減 ▲500億円

19年度「マクロ経済スライド」で0.5％抑制 ▲2500億円

医療
18年度　70～74歳まで２割負担 ▲4000億円

19年度　 後期高齢者医療保険料の「軽減特
例」廃止 ▲170億円

介護
15年　２割負担導入 ▲750億円

15年　施設の居住費・食費負担増 ▲700億円

※削減額が判明しているものだけを計算。▲はマイナス


